平成　　年　　月　　日

福　岡　市　長
　

	提案団体
	団体名
	
	
	

	
	所在地
	〒


	〒
	〒



	
	代表者

職・氏名
	
	
	


平成　　年度共働事業応募書

福岡市と共働により課題解決を図るため、次のとおり平成　　年度共働事業の提案をします。

なお、本提案に係る一切の情報を福岡市が公開することについて、同意します。

また、本件提案にあたり、市に提出した個人情報について、市が暴力団排除のため福岡県警察への照会確認に使用することに同意します。
	提案事業の名称
	

	市のテーマ名
	

	提案事業の

目的及び概要

※詳細については２号様式に記入し、ここでは要約して欄内に収まるように記入してください。
	

	事業の実施予定期間
	平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	福岡市負担額

及び事業予算総額
	福岡市負担額　　　　　　　　千円

（事業予算総額　　　　　　　　千円）


（添付書類）

①　共働事業提案企画書(本提案書)(第2号-2様式)

②　共働事業収支予算書（第３号様式）

③　団体の概要書（第４号様式）

④　確認書(ＮＰＯ等用)(第5号-1様式)、確認書(合同提案団体用)(第5号-2様式)

⑤　役員名簿(法人用)(第6号-1様式)、役員・会員名簿(任意団体用)(第6号-2様式)

⑥　団体の定款、規約、会則等

⑦　団体の前年度活動報告書

⑧　団体の前年度活動（収支）計算書、貸借対照表又は財産目録

⑨　団体の内容がわかるもの（ﾁﾗｼ・ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ）



事　業　提　案　企　画　書（概要書）

	提案
団体名
	ＮＰＯ等
	

	
	合同提案団体
	

	提案事業の名称
	

	共働事業実施により

解決したい課題
	

	市との共働の必要性
	

	提案事業の概要
（目的、事業内容、
対象者、期間等）
	

	共働事業実施
による効果
（市と共働することによる
相乗効果）
	

	役割分担
	■共働相手として想定される市の担当課

■福岡市に期待する役割

■提案団体が果たそうとする役割


	ＮＰＯの専門性や

ノウハウ
	

	実施する上で連携が

必要と思われる団体と

期待される役割
	名　　称
	期待される役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	事業の展望及び
今後の活動展開
	□ＮＰＯがネットワークを構築し、他団体と連携し実施することを目指す。
□市が主体的に実施して欲しい。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	具体的な目標（計画）があれば記載してください。


	事業実施にかかる

総事業費
（主な内訳）
	(主な内訳)　

合計　　　　　　　円


事　業　提　案　企　画　書（本提案書）
(記載が複数ページにまたがっても差し支えありませんので，できるだけわかりやすく具体的に記述してください。ただし，この企画書はA4サイズで４ページ以内で記述願います。)
	提案団体名
	ＮＰＯ等
	

	
	合同提案団体
	

	市担当課
	

	提案事業の名称
	

	提案事業の目的
	


	課題の緊急性・重要性
（市民ニーズを含む）
	１.解決する課題
２.市民ニーズ
３. 課題解決の方策


	共働の必要性
（役割分担を含む）
	１.共働の必要性と相乗効果
２.提案団体が果たそうとする役割
３.福岡市が果たそうとする役割


	事業の内容

	


	目指す事業成果と成果指標（目標）
	１．目指す事業成果
２．成果指標
成果指標
現状値
目標値


	事業の実施体制
	1． 総括責任者　
2． 個別事業責任者
３．事業実施にあたっての専門性やノウハウ

	事業スケジュール
	第１四半期
４～６月
第２四半期
７～９月
第３四半期
10～12月
第４四半期
１～３月


	実施する上で連携が必要と思われる団体と
期待される役割

	名　　称
	期待される役割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	

	２年目の事業展開
※計画がない場合は記載不要
	

	３年目の事業展開
※計画がない場合は記載不要
	

	事業の展望及び
共働事業終了後の活動展開

	具体的な目標（計画）を記載してください。



　
共働事業収支予算書
	提案事業名
	


	＜収　入＞

	科　　目
	金　　額
	内　　訳

	自己資金等
	ＮＰＯ等

負担金
	
	
	

	
	合同提案団体負担金
	
	
	

	　　　自己資金等合計(ａ)
	
	

	福岡市負担金申請額(ｂ)
	
	

	
	
	

	収入合計(ｃ)＝(ａ)+(ｂ)
	
	


＜支　出＞

	科　　目
	金　　額
	内　　訳

	事業実施経費
	
	
	

	事業実施経費合計（ｄ）
	
	

	管理運営経費
	
	
	

	管理運営費合計（ｅ）
	
	

	総事業費(ｆ)＝(d)＋(e)
	
	※収入合計（ｃ）と同額

	＜事業収入＞


	科　　　目
	金　　額
	内　　訳

	収入見込み
	
	
	

	事業収入見込みの合計（ｇ）
	
	


（添付書類等）１．人件費等については、積算の根拠（これまでの実績や独自の単価表）を添付すこと

２．参加料などの事業収入を見込む場合は「収入見込み」欄に計上すること

	団体名
	（ふりがな）


	所在地
	〒

	代表者職・氏名
	（ふりがな）

（役職）　　　　　　　　　　　　　　（氏名）

	事業担当者


	職・氏名
	

	
	電話
	（　　　　）
	FAX
	（　　　）

	
	e-mail
	

	設立（活動）開始年月
（法人設立年月）
	　　　　年　　　月　　　　　活動歴　　　年    ケ月（平成　　年　月末日現在）

※法人の場合（法人設立　　　　年　　　月）

	団体の目的
	

	主な活動
	

	組織
	正会員数
	個人：

団体：
	賛助会員数
	個人：

団体：

	
	役員数
	人(内有給　　人)
	職員数

(従業員数)
	常　勤
	人(内有給　　人)

	
	
	
	
	非常勤
	人(内有給　　人)

	主な活動地域
	福岡市　　　　　区

その他（　　　　　　　　　　）
	会員の入会条件

	事業の規模

（実施回数）
	・ほ ぼ 毎 日　　・毎週　 　回

・毎月　　 回　　・年　　 　回
	対象者・
参加者数（延べ）
	人

	団体の財政状況

(該当部分のみ記入)
	経常収入

(経常収益)
	会　費：　　　　　　　　  円　事業収入：　　  　　　 　円

寄付金：　　　　　　　　  円　その他：　　 　　　 　 円
	(収入合計)

円

	
	経常支出

(経常費用)
	事業費：　　　　　　　  　円　管理費：　　  　　　 　　円

その他：　 　　 　　　 　円
	(支出合計)

円

	
	資産・負債
	資産
	円
	負債
	円
	正味財産合計
	円

	広報関係の有無
	（会報、広報誌）　有　（年　　　回発行）　　　／　　無

	
	（ホームページ）

　　　　有　（URL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　／　無

（ホームページで公表している情報を○で囲んでください）

・事業報告書　　・決算状況　　・活動状況　　・その他（　　　　　　　　　）

	これまでの共働事業や、助成金、委託を受けた実績
企業や大学については公益活動についてのみ記載
	※これまでに福岡市や他の行政機関から事業を受託したことがある場合は、事業名・委託契約先名・受託時期を、また、これまでに福岡市や他の行政機関、民間団体等から助成金を受けたことがある場合は、名称、助成団体、金額、時期等を記入してください（過去５年間程度）。







（第５号－１様式）
                                                          　　　年　　月　　日
　（あて先）福岡市長
　　　　　　　　　　　　　　　　  
                                   主たる事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　 の所在地
                                   団 　体   名
                                   代表者氏名
確　　認　　書　（ＮＰＯ等　用）
当該団体は，福岡市共働事業提案制度実施要綱第３条に規定するＮＰＯ等の要件に該当することを確認します。
	（備考）福岡市共働事業提案制度実施要綱
（提案を行うことができるＮＰＯ等の要件）

第３条　共働事業の提案を行うことができるＮＰＯ等は福岡市内に事務所を置き、かつ市内での１年以上の活動実績を有し、次に掲げる要件を満たすものとする。

（１）ＮＰＯ等が行う主たる活動や事業が、不特定かつ多数の利益の増進に寄与することを目的としていること。

（２）組織の運営に関する規則（定款、規約、会則等）があり、団体の代表者が規定されていること。

（３）正会員が１０人以上おり、定款や規約に会員や設立者に剰余金や残余財産の分配を行う規定がないこと。ただし、一般財団法人、公益財団法人には正会員１０人の要件を適用しない。

（４）役員に成年被後見人及び被補佐人、並びに破産者で復権を得ていないものがいないこと。

（５）共働事業の業務を遂行できる能力又は実績を有していること。

（６）共働事業を実施する責任者が特定できること。

（７）事業の成果報告や会計報告ができること。

（８）予算決算を適正に行っていること。任意団体を除いては、法令に基づく手続きを怠りなく実施していること。

（９）国、地方公共団体の外郭団体でないこと。

（10）宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。

（11）特定の公職（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体でないこと。

（12）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第二号に規定する暴力団をいう。）又は、暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと。

（13）福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号）第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体でないこと。


（第５号－２様式）
                                                          　　　年　　月　　日
　（あて先）福岡市長
　　　　　　　　　　　　　　　　  
                                   主たる事務所
　　　　　　　　　　　　　　　　　 の所在地
                                   団 　体   名
                                   代表者氏名
確　　認　　書　（合 同 提 案 団 体 用）
当該団体は，福岡市共働事業提案制度実施要綱第４条に規定する団体の要件に該当することを確認します。
	（備考）福岡市共働事業提案制度実施要綱
（合同提案を行うことができる団体の要件）

第４条　前条に規定するＮＰＯ等は、次に掲げる要件をすべて満たす企業や、大学、地域団体等と合同提案を行うことができる。

（１）福岡市内に事務所を有し、共働事業の業務を遂行できる能力又は実績を有していること。

（２）共働事業を実施する責任者が特定でき、事業の実施に必要な組織や人員を有すること。

（３）組織の役員及び事業を実施する責任者に成年被後見人及び被補佐人、並びに破産者で復権を得ていないものがいないこと。

（４）国、地方公共団体の外郭団体でないこと。

（５）宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。

（６）特定の公職（公職選挙法（昭和二十五年法律第百号）第三条に規定する公職をいう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体でないこと。

（７）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第二号に規定する暴力団をいう。）又は、暴力団若しくは暴力団員の統制下にある団体でないこと。

（８）福岡市暴力団排除条例（平成２２年福岡市条例第３０号）第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する団体でないこと。


役　員　名　簿（法人用）
　【法人名：　　　　　　　　　　】
※該当する性別・元号を○で囲んでください。
	役職名
	フリガナ
	性別
	生　年　月　日

	
	氏　名
	
	元号
	年
	月
	日

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	男・女
	明 ・ 大
昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


· 役員全員を記載してください。
· この役員名簿により収集した個人情報については、この事業からの暴力団排除のため福岡県警察への照会確認に使用します。

役　員 ・ 会　員　名　簿（任意団体用）

　【団体名：　　　　　　　　　　】

※該当する性別・元号を○で囲んでください。
	役職名
	フリガナ
	性別
	生　年　月　日

	
	氏　名
	
	元号
	年
	月
	日

	代 表 者
	
	男・女
	明 ・ 大

昭 ・ 平
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


· 役員・会員全員を記載してください。

· 代表者のみ、フリガナを付した氏名、生年月日、性別等の個人情報を記載してください。

· この役員名簿により収集した個人情報については、この事業からの暴力団排除のため福岡県警察への照会確認に使用します。

（第７号様式）

平成　　年　　月　　日

福岡市長　髙島　宗一郎　様

	実行委員会名
	

	所在地
	〒



	代表者

職・氏名
	印


共働事業実績報告書
平成　　年　　月　　日付　　第　　　号により負担金の交付を受けた　　事業について、下記のとおり事業を実施したので、その実績を報告します。

記

	事業の名称
	

	事業の実施期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	事業の実施状況
	（１）共働事業経費収支計算書（第８号様式）

（２）事業の経過又は成果を証する書類等　

	市負担金交付決定額
	円

	市負担金清算額
	円


共働事業経費収支計算書
　　　　　　　　　　　　　実行委員会

	事業名
	


	＜収　入＞

	科　　目
	予算額（Ａ）
	決算額（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	備　考

	提案団体負担金額
	
	(ａ）
	
	

	福岡市負担金額
	
	(ｂ)
	
	

	その他雑収入
	
	
	
	預金利息

	
	
	
	
	

	収入合計
	
	(ｃ)
	
	


＜支　出＞

	科　　目
	予算額（Ａ）
	決算額（Ｂ）
	増減（Ａ－Ｂ）
	備　考

	
	
	
	
	

	事業実施経費合計
	
	(ｄ)
	
	

	
	
	
	
	

	管理運営費合計
	
	(e)
	
	

	総事業費合計
	
	(ｆ)＝(d)＋(e)


	
	

	＜事業収入＞


	科　　　目
	予算額（Ａ）
	決算額（Ｂ）
	増減（Ｂ－Ａ）
	備　考

	
	
	
	
	

	事業収入合計
	
	(ｇ)
	
	


＜精算対象額＞


収入合計(ｃ)　－　総事業費合計(ｆ)  　＋　事業収入合計（ｇ）　　＝　精算対象額


　　　　　　　　－　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　 ＝　　　　　　　　　　　　　　　
（第１号様式）





※　添付書類は、必ず提出してください。前年度活動報告書、前年度活動（収支）計算書、貸借対照表、財産目録については、特に様式はありませんので、既存のものでかまいません。











（第２号－１様式）





（第２号－２様式）





（第２号様式）





（第３号様式）





ＮＰＯ等・合同提案団体


共通様式





団体の概要書





所属する法人・団体毎に記載してください。（該当しない部分は空白で結構です。）





（第４号様式）





印





印





（第６号－１様式）





（第６号－２様式）





（第８号様式）





事業収入

















残余金





円





円





円





円








PAGE  

